
　大阪北部近郊に位置する自然豊かな住宅都市。大半が第三次
産業に従事。女性就業率は全国と比べ大差ないが、市外従事者
が男性より低く、有配偶の従事者がやや少ない。市役所（一般行
政職）の管理職比率は、27％。これまで主として女性相談や市民
啓発に取り組んできたが、電話相談員の減少・高齢化が顕著であ
り、その人材養成が急務である。

地域の実情と課題

①地域就労支援推進会議（庁内関係課室、箕面市障害者事業団、豊能北障害者就業・
生活支援センター、箕面市シルバー人材センター、池田公共職業安定所）

②生活困窮者自立支援協議会（庁内関係課室、箕面市社会福祉協議会、池田公共職業
安定所、池田保健所、池田子ども家庭センター、大阪府社会福祉協議会、放課後学習支
援団体、市内高校、大阪府社会福祉事業団、箕面市国際交流協会、箕面市障害者事業
団、市内障害者事業所）

③DV被害者支援ネットワーク会議（庁内関係課室、大阪府女性相談センター、池田子ど
も家庭センター、箕面警察署、箕面市民生委員児童委員協議会、箕面市社会福祉協議
会、箕面市人権啓発推進協議会、箕面市国際交流協会、ＤＶ被害者自立支援団体）

連携団体

①電話相談員養成講座は、定員を超える応募があり、市民のニーズがわかった
ので、今後も適宜、同様の講座を開催していきたい。

②生理用品の配布は、社会福祉協議会に委託することで、フードパントリーなど
の事業と連携し、効果的な事業実施ができた。学校関係では、一部ニーズのあ
る高校・大学では好評を得た。小中学校では、保護者への告知は効果的だった
が、児童生徒に対しては教育の一環と考える場合、こういう形での配布に抵抗
を感じる教員もおり、再考の余地があった。

今後の課題
①電話相談員養成講座は、定員10名に対して修了者10名。うち新
規相談員予定者８名。アンケート結果等において、「ジェンダーの
視点の不可欠性、個々人のジェンダーバイアスに気づいた。事例
を通じたロールプレイやワークなどの実践的体験ができた」とされ
ている。
②生理用品等配布数は約4,000セット。相談窓口案内件数２件（た
だし、配布時とは別に相談を受けた場合の件数は把握できていな
い。）

事業の効果

女性市民支援事業（臨時）　【箕面市】

※　連携体制に名称がある場合
　は、冒頭に記載ください。

※　数値目標等についても触れ
　てください。

　困難や不安を抱えた女性への相談支援を行うため、コロナ禍で
増加傾向にある女性相談の充実を図るとともに、生理用品を購入
できないかたや、家族に生理用品を買ってもらえない子どもなどに
対して、生理用品と相談案内カードをセットで配布することにより、
生活相談等への誘導を図る。

①目標：電話相談員養成講座修了者数10名→達成
②目標：生理用品・相談案内配布数3,700セット→達成

目的・目標
※　数値目標についても触れ、
　達成状況等も記載ください。

①電話相談員養成講座の実施により、今後の女性相談を円滑に
運営する。

②生理用品及び相談窓口案内をセットで、公共施設窓口等で配布
することにより、貧困支援と同時に、女性相談・生活相談の窓口を
広く周知広報することで、適切にサービスを受けられるようにする。

事業の特徴



事業の概要 ※　画像等も入れて、分かりやすく記載ください。


